
令和８年度 第１回たつの市地域公共交通会議会議 

次 第 
 
 

日 時  令和８年６月２５日（木）午後２時～ 
場 所  たつの市役所 新館４階 災害対策本部兼大会議室 

 
 

１ 開 会 
 
 
２ 委嘱状の交付 

 
 
  ３ 会長の選任について 
 
 

４ 協議事項 
 
（１）令和７年度事業報告及び歳入歳出決算報告について 

 
（２）令和８年度事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）について 

 
（３）第２次たつの市地域公共交通計画の令和７年度実施状況の確認及び評価・検証について 

 
（４）第３次たつの市地域公共交通計画（案）の策定について 

 
  （５）令和８年度地域公共交通確保維持事業補助金（車両減価償却補助）の計画変更について 
 

（６）令和９年度地域間幹線系統確保維持計画（案）の策定について 
 

（７）令和９年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）の策定について 
 
  （８）路線バス「龍野～山崎」線、「新宮駅～山崎」線、「新宮駅～SPring-8」線 

における路線再編について 
 
  （９）佐用町運営有償運送『三日月～播磨科学公園都市線』の更新登録に係る審議依頼について  
 
 

５ 報告事項 
 
  （１）市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験について 
 
  （２）相生～西後明～SPring-8線の地域公共交通確保維持事業活用系統に係る申入れについて 

 
 
６ 閉 会 



令和８年度たつの市地域公共交通会議委員名簿

№ 役員 WG委員 役　職 氏　名 備　考

1 〇 市民団体代表 たつの市連合自治会 理　事 髙　原　養　充 新規

2 副会長 ○ 市民団体代表 たつの市老人クラブ連合会 副会長 井　上　末　廣 会長職務代理者

3 市民団体代表 たつの市観光協会 副会長 岩　村　研　也

4 市民団体代表 たつの市商工会 筆頭理事 井河原　良　二

5 市民団体代表 たつの市ＰＴＡ協議会 副会長 冨　田　裕　之 新規

6 監事 〇 市民団体代表 たつの市交通安全連絡協議会 監　事 𠮷　川　加代子

7 市民代表 公募委員（龍野） － 福　田　義　道

8 市民代表 公募委員（新宮） － 西　村　洋　二

9 市民代表 公募委員（揖保川） － 古　寺　恭　子

10 市民代表 公募委員（御津） － 大　西　正　清

11 交通事業者職員 神姫バス株式会社
姫路営業所

所長
竹　内　　　宏 新規

12 ○ 交通事業者職員 株式会社ウイング神姫
業務部
部長

日下部　達　也

13 交通事業者職員
西日本旅客鉄道株式会社　近畿統括本
部　兵庫支社

副支社長 石　澤　剛　士 新規

14
公益社団法人兵庫県バス
協会の指名する者 公益社団法人　兵庫県バス協会 専務理事 新屋敷　昭　一

15 ○
交通事業者職員兼一般社
団法人兵庫県タクシー協
会の指名する者

一般社団法人　兵庫県タクシー協会 副会長
(代表取締役)

河　合　利　宜

16
一般乗合旅客自動車運送事業者
の事業用自動車の運転者が組織
する団体の指名する者

神姫バス労働組合 副執行委員長 小　幡　修　司

17
国土交通省近畿運輸局神
戸運輸監理部兵庫陸運部
長の指名する者

国土交通省神戸運輸監理部兵庫陸運部
首席運輸
企画専門官

桒　原　岳　志 新規

18
国土交通省近畿地方整備
局姫路河川国道事務所長
の指名する者

国土交通省近畿地方整備局
姫路河川国道事務所

道路管理
第二課長

田　中　大　道 新規

19
兵庫県西播磨県民局龍野
土木事務所長の指名する
者

兵庫県西播磨県民局
龍野土木事務所

所　長 吉　田　圭　介

20
兵庫県関係行政機関
職員

兵庫県西播磨県民局
光都土木事務所

所長補佐 木　下　長　茂

21
兵庫県たつの警察署
長の指名する者

たつの警察署 交通課長 青　木　真　人 新規

22
交通会議の運営に必
要と認める者

たつの市議会
総務生活
常任委員会
委員長

山　本　俊一郎 新規

23 たつの市関係機関職員 たつの市 副市長 内　田　裕　康 新規

24 たつの市関係機関職員 たつの市福祉部 部　長 石　原　重　雄

25 たつの市関係機関職員 たつの市都市建設部 部　長 井　口　秀　稔

種　　別 団　体　名　等



令和７年度 事業報告及び歳入歳出決算報告について 

 

令和７年度 たつの市地域公共交通会議 事業報告 
 

１ 市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」の運行 

市内での買い物や通院等の日常生活における移動を支えるとともに、鉄道やバスまでの移動手段

を確保する支線としての役割を担う市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」を市内全域で運行した。 

（利用状況の詳細については別冊のとおり） 
 
 

・市民乗り合いタクシーの利用状況（令和７年４月～令和８年３月） 

運行日数 

（日） 

居住地別利用者数（人） １日平均 

利用者数（人） 新宮 龍野東 龍野西 揖保川 御津 市外 合計 

292 13,346 23,034 14,821 9,030 5,846 164 66,241 226.9 

 

２ コミュニティバスの運行 

市内の交流を支える幹線としての役割を担うコミュニティバスを運行し、利便性の向上に努めた。 

また、通勤・通学時間帯における混雑の緩和を図るため、特に利用者が集中している 1系統につ

いて車両の大型化を実施した。 

（利用状況の詳細については別冊のとおり） 

 

・コミュニティバスの利用状況（令和７年４月～令和８年３月） 

運行日数 

（日） 

乗車人数 

（人） 

１日平均乗車

人数（人） 

１便平均乗車

人数（人） 

ＩＣカード 

利用人数（人） 

ＩＣカード 

利用率（％） 

292 96,175 329.4 10.3 46,241 48.1 

 

 

３ 播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バス「てくてくバス」の運行 

播磨科学公園都市内の交通利便性と鉄道へのアクセス向上のため、光都を経由して本市と上郡町

を結ぶ播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バス（愛称：「てくてくバス」）を運行した。 

（利用状況の詳細については別冊のとおり） 

 

・播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バスの利用状況（令和７年４月～令和８年３月） 

運行日数 

（日） 

乗車人数 

（人） 

１日平均乗車

人数（人） 

１便平均乗車

人数（人） 

ＩＣカード 

利用人数（人） 

ＩＣカード 

利用率（％） 

292 2,357 8.1 1.6 1,185 50.3 

 

４ モビリティ・マネジメント（ＭＭ）の実施 

たつの市地域公共交通計画における計画目標３「みんなで育てる安全・安心な交通環境の創出」

を達成するため、市民を対象とした「モビリティ・マネジメント（ＭＭ）」を実施した。 

 

 市民を対象としたモビリティ・マネジメント（ＭＭ） 

実施対象者 浄教寺  １１名 
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実施日 令和７年７月２６日（土） 

実施内容 

・おでかけ時刻表を使用し、コミュニティバス、姫新線等たつの市の公共

交通機関について説明 

・「あかねちゃん」のパンフレットを使用し、利用手順及び運行内容、利用

登録申請書の記入方法について説明 

・コミュニティバスの利用方法について説明 

・質疑応答 

 

５ 会議の開催状況 

開催年月日 会議名 内容 

令和7年6月12日 第１回たつの市地域公

共交通会議ワーキング

グループ会議 

【協議事項】 

（１）令和６年度事業報告及び歳入歳出決算報告について 

（２）令和７年度事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）に

ついて 

（３）第２次たつの市地域公共交通計画の令和６年度実施

状況の確認及び評価・検証について 

（４）令和７年度たつの市地域公共交通計画推進事業（案）

の実施について 

（５）令和８年度地域間幹線系統確保維持計画（案）の策定

について 

（６）令和８年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）

の策定について 

（７）相生～西後明～SPring-8 線の地域公共交通確保事業

活用に係る審議依頼について 

令和7年6月25日 第１回たつの市地域公

共交通会議 

【協議事項】 

（１）令和６年度事業報告及び歳入歳出決算報告について 

（２）令和７年度事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）に

ついて 

（３）第２次たつの市地域公共交通計画の令和６年度実施

状況の確認及び評価・検証について 

（４）令和７年度たつの市地域公共交通計画推進事業（案）

の実施について 

（５）令和８年度地域間幹線系統確保維持計画（案）の策定

について 

（６）令和８年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）

の策定について 

（７）相生～西後明～SPring-8 線の地域公共交通確保事業

活用に係る審議依頼について 

令和8年1月 第２回たつの市地域公

共交通会議（書面開

催） 

【協議事項】 

（１） 令和７年度地域公共交通確保維持改善事業に関す

る事業評価について（地域間幹線系統（路線バス）

確保維持国庫補助金分） 

（２） 令和７年度地域公共交通確保維持改善事業に関す

る事業評価について（地域内フィーダー系統（市民

乗り合いタクシー「あかねちゃん」）確保維持国庫補

助金分） 
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令和8年2月24日 第２回たつの市地域公

共交通会議ワーキング

グループ会議 

【協議事項】 

（１）市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験につい

て 

令和8年3月5日 第３回たつの市地域公

共交通会議 

【協議事項】 

（１） 市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験につ

いて 

（２） たつの市コミュニティバスのダイヤ改正について 

（３） 播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バスのダイ

ヤ改正について 
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（収入） （単位：円）

款 項 目

負担金 負担金 負担金 107,652,000 107,652,000 0 たつの市負担金

補助金 補助金 補助金 9,573,000 7,454,000 △ 2,119,000
地域内フィーダー系統確保維持費国庫
補助金

繰越金 繰越金 繰越金 57,491,916 57,491,916 0 前年度繰越金

諸収入 諸収入 雑入 3,084 80,365 77,281 預金利息

174,720,000 172,678,281 △ 2,041,719

（支出） （単位：円）

款 項 目

委員出席謝礼等　274,320円

旅費　0円

消耗品　475,378円

会議賄　5,260円

印刷製本費　2,519,624円

郵券料　241,070円

電話・インターネット通信料　663,567円

ＩＰ無線等リース料　126,940円

ＩＰ無線通信料　477,840円

デマンド交通運行業務

　　運行管理業務委託　70,648,206円

　　運行車両修繕費　267,220円

　　オペレーター雇用　24,267,817円

　　運行システム　6,046,370円

　　車両更新補助金　18,108,980円

地域公共交通計画推進業務

　　計画推進業務委託　3,465,770円

174,720,000 127,588,362 47,131,638

差引（次年度繰越）

－ ＝ 45,089,919

計

2,393,321

事業費 事業費 事業費 167,170,000 122,804,363 44,365,637

運営費

会議費 会議費 647,000 274,320 372,680

事務費 事務費 6,903,000 4,509,679

計

区分
予算額 支出済額 予算残額 説　明

収入合計 支出合計

172,678,281 127,588,362

令和７年度 たつの市地域公共交通会議 歳入歳出決算書

区分
予算額 収入済額 比較増減 説　明
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令和８年度 事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）について 

 

令和８年度 たつの市地域公共交通会議 事業計画（案） 

 

１ 市民乗り合いタクシー、コミュニティバス、播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バスの運行 

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」を市内全域で運行し、鉄道・バスでは対応が難しい

多様な交通需要へきめ細かに対応する。 

また、コミュニティバス、播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バスの利用状況に応じて、

運行内容の見直しを行い、鉄道、路線バス、コミュニティバス、圏域バス、市民乗り合いタク

シー、タクシーが相互に連携した市民が移動しやすい総合的な交通ネットワークを構築する。 

 

【市民乗り合いタクシー】 

新宮区域における区域外運行実証実験の実施（5月18日～10月30日） 

 

【コミュニティバス】 

令和8年度中にバスロケーションシステムを導入 

 

２ たつの市地域公共交通計画の策定 

   たつの市の目指すべき公共交通網の方針を示した「第２次たつの市地域公共交通計画」の計

画期間が今年度で満了となることから、次期計画を策定する。 

 

３ たつの市地域公共交通計画の推進 

   第２次たつの市地域公共交通計画に掲げる基本理念、計画目標の実現に向けて、モビリテ

ィ・マネジメントをはじめとした各施策を実施するとともに、達成状況の確認、評価・検証を

行う。 

 

 

主な計画内容 

実施時期 項 目 内 容 

令和8年4月1日 コミュニティバスの

ダイヤ改正及び大型

化を実施 

・ＪＲの接続や交通渋滞等を考慮した時分の見直しを

実施 

・通勤・通学時間帯における混雑の緩和を図るため、

竜野駅～大浦線について車両の大型化を実施 

令和8年4月～ 

（随時） 

モビリティ・マネジメ

ント（市民対象説明

会）の実施 

・市民からの要望により市民乗り合いタクシーやコミ

ュニティバスの利用説明会を実施する。 

協議事項２ 
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令和8年4月～ 

（随時） 

バス待合環境の改善 ・バス停留所周辺施設の現状把握を行い、商業施設や病

院等の既存施設をバス待合施設として活用する取組を

実施する。 

令和8年4月 総合時刻表・ポケット

時刻表改訂版を発行 

・総合時刻表「たつの市おでかけ時刻表」とポケット

時刻表「たつの市おでかけ時刻表ポケット版」を各

公共交通機関のダイヤ改正に合わせて改訂し発行す

る。 

令和8年6月16日 第１回たつの市地域

公共交通会議ワーキ

ンググループ会議 

・令和７年度事業報告及び歳入歳出決算報告について 

・令和８年度事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）

について 

・第２次たつの市地域公共交通計画の令和７年度実施

状況の確認及び評価・検証について 

・第３次たつの市地域公共交通計画（案）の策定につ

いて 

・令和９年度地域間幹線系統確保維持計画（案）の策

定について 

・令和９年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）

の策定について 

・路線バス「山崎～新宮駅」線、「龍野～山崎」線、

「新宮駅～SPring -8」線における路線再編について 

・市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験につい

て 

令和8年6月25日 第１回たつの市地域

公共交通会議 

・令和７年度事業報告及び歳入歳出決算報告について 

・令和８年度事業計画（案）及び歳入歳出予算（案）

について 

・第２次たつの市地域公共交通計画の令和７年度実施

状況の確認及び評価・検証について 

・第３次たつの市地域公共交通計画（案）の策定につ

いて 

・令和９年度地域間幹線系統確保維持計画（案）の策

定について 

・令和９年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）

の策定について 

・路線バス「山崎～新宮駅」線、「龍野～山崎」線、

「新宮駅～SPring-8」線における路線再編について 

・市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験につい

て 
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令和8年 

7月～8月 

公共交通利用実態調

査の実施 

・コミュニティバス・播磨科学公園都市圏域定住自立圏

圏域バス及び市民乗り合いタクシーについて、利用者

の満足度や利用意向を調査するとともに、公共交通に

対するニーズなどを調査する 

令和8年 

7月～8月 

市民交通行動アンケ

ート調査の実施 

・市内3,000世帯を対象に、日常的な移動実態などを把

握するため、アンケート調査を実施する。 

令和8年 

10月～11月 

第２回たつの市地域

公共交通会議ワーキ

ンググループ会議 

・地域公共交通計画における目指すべき公共交通網に

ついて 他 

・公共交通利用実態調査・市民交通行動アンケート調

査の結果について 

・市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験につい

て 

・コミュニティバス及び市民乗り合いタクシーの利用

状況について ほか 

令和8年 

10月～11月 

第２回たつの市地域

公共交通会議 

・地域公共交通計画における目指すべき公共交通網に

ついて 他 

・公共交通利用実態調査・市民交通行動アンケート調

査の結果について 

・市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験につい

て 

・コミュニティバス及び市民乗り合いタクシーの利用

状況について ほか 

令和8年12月～ 

令和9年1月 

地域公共交通計画パ

ブリックコメントの

実施 

・計画策定に向け、パブリックコメントを実施する。 

令和9年 

1月～2月 

第３回たつの市地域

公共交通会議ワーキ

ンググループ会議 

・パブリックコメントの実施結果について 

・地域公共交通計画の策定について 

・令和９年４月以降の交通体系について ほか 

令和9年 

1月～2月 

第３回たつの市地域

公共交通会議 

・パブリックコメントの実施結果について 

・地域公共交通計画の策定について 

・令和９年４月以降の交通体系について ほか 
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（収入） （単位：千円）

款 項 目

負担金 負担金 負担金 109,748 107,652 2,096 たつの市負担金

補助金 補助金 補助金 9,192 9,573 △ 381

地域内フィーダー系統確保維持費国
庫補助金　7,254千円
令和８年度地域公共交通確保維持改
善事業費補助金　1,938千円

繰越金 繰越金 繰越金 45,089 57,491 △ 12,402 前年度繰越金

諸収入 諸収入 雑入 4 4 0 預金利息

164,033 174,720 △ 10,687

（支出） （単位：千円）

款 項 目

委員出席謝礼　597千円

会場使用料　50千円

旅費　50千円

消耗品　1,000千円

会議賄　20千円

印刷製本費　4,000千円

郵券料　800千円

電話・インターネット通信料　960千円

ＩＰ無線等リース料　128千円

ＩＰ無線通信料　480千円

デマンド交通運行業務

　　運行管理業務委託　87,320千円

　　運行車両修繕費　12,438千円

　　オペレーター雇用　29,326千円

　　運行システム　6,100千円

地域公共交通計画推進業務

　　計画推進業務委託　3,839千円

地域公共交通計画策定業務

　　計画策定業務委託　12,925千円

区域外運行試行事業

　区域外運行試行事業費　4,000千円

164,033 174,720 △ 10,687計

535

事業費 事業費 事業費 155,948 167,170 △ 11,222

運営費

会議費 会議費 647 647 0

事務費 事務費 7,438 6,903

計

区分
予算額 前年度予算額 比較増減 説　明

令和８年度 たつの市地域公共交通会議 歳入歳出予算書（案）

区分
予算額 前年度予算額 比較増減 説　明
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第２次たつの市地域公共交通計画の令和７年度実施状況の確認及び評価・検証について 

 

１ 地域公共交通計画に基づく令和７年度の事業実施状況 

令和４年３月に策定した『第２次たつの市地域公共交通計画』（以下、交通計画とする）

に基づく、令和７年度の事業の実施状況は、以下のとおりです。 

 

＜ 交通計画に基づく令和７年度の事業実施状況 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年度
実施状況

1-1-1 行政主体で運営する幹線交通の維持・充実 実施中

1-1-2 交通事業者が運営する幹線交通の確保・維持 実施中

1-2-1 市全域をカバーするフィーダー（支線）交通の維持・改善 実施中

1-2-2 観光拠点アクセス交通の充実 検討中

2-1-1 鉄道駅の機能強化 実施中

2-1-2 既存施設を活用したバス待合環境の向上 実施中

2-1-3 パーク＆ライド、サイクル＆ライドの推進 実施中

2-1-4 ユニバーサルデザインの推進 実施中

2-2-1 総合的な公共交通情報の充実 実施中

2-2-2 複数交通手段間の連携に向けたＭａａＳ等の取組推進 検討中

2-2-3 バスロケーションシステムの導入 実施中

3-1-1 モビリティ・マネジメント（ＭＭ）の実施 実施中

3-1-2 マイレール・マイバス意識の醸成 実施中

3-1-3 参加型イベントの実施 実施中

3-1-4 公共交通の貨客混載の推進 実施中

3-1-5 安全・安心な利用環境の推進 実施中

3-2-1 高齢者・障害者への移動支援の推進 実施中

3-2-2 運転免許証自主返納の推進 実施中

3-2-3 子育て世帯への移動支援の推進 実施中

1-2

2-2

2-1

施策の方向性 実施内容

フィーダー（支線）交通の維
持・充実

交通結節点の
拠点機能の向上

幹線交通ネットワークの
確保・維持

1-1

公共交通と福祉が一体と
なったまちづくりの推進

地域やまちづくりと
連携した交通環境の創出

積極的な交通情報の
発信と充実

3-2

3-1

協議事項３ 
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２ 計画の数値目標及び施策の方向性別の数値目標 

交通計画の基本理念『安全・安心・快適に誰もが移動しやすいまち「たつの」』の実現

に向け、「公共交通利用者数」の数値目標を掲げています。 

また、基本理念に基づいて定めた「誰もが移動しやすい交通ネットワークの構築」「多

様な交通と人が集まり快適で賑わいある交通結節点に向けた機能向上」「みんなで育てる

安全・安心な交通環境の創出」の３つの計画目標に対応した各施策についても、達成状況

を定量的に把握するための評価指標を設定しています。 

＜ 計画全体の評価指標及び数値目標 ＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜ 施策の方向性別の評価指標及び数値目標 ＞ 

計画目標 評価指標名
現状値

（令和２年度）
目標値

（令和８年度）
路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域バスの合計乗車人数 1,065人/日 1,254人/日

路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域バスの合計行政支援額
※1 51,903千円/年 51,903千円/年

路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域バスの収支率
※2 60% 60%

コミュニティバス利用者満足度 69% 82%
ＪＲ山陽本線・ＪＲ姫新線利用者数（市内の鉄道駅乗車人数） 4,770人/日 5,520人/日
市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」利用者数 192人/日 252人/日

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」行政支援額
※3 83,738千円/年 87,338千円/年

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」収支率
※4 12% 14%

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」利用者満足度 97% 98%
新たなモビリティサービス導入件数 ― 2件

姫新線利用による通勤・通学者への駐車・駐輪料金の助成人数 141人/年 150人/年

鉄道駅やバス停の待合環境の改善箇所数 6箇所/年 6箇所/年

2-2
積極的な交通情報
の発信と充実

たつの市ホームページ交通関連ページの閲覧件数 42,410件/年 50,000件/年

モビリティ・マネジメント（ＭＭ）参加人数 989人/年 1,200人/年
参加型イベントの実施回数 1回/年 3回/年
高齢者タクシー利用料助成件数 1,523件/年 1,650件/年
障害者福祉タクシー利用助成件数 193件/年 210件/年
運転免許証自主返納によるコミュニティバス無料定期券及び
市民乗り合いタクシー乗車券申請件数

283件/年 350件/年

妊産婦タクシー助成券利用人数 ― 110人/年

※1 行政支援額は、本市の財政支援額（車両購入に係る費用を除く）
※2 収支率は、市内を運行する路線バス・コミュニティバス・圏域バス「てくてくバス」の運行収入を運行経費で除した数値
※3 行政支援額は、本市の財政支援額（車両購入に係る費用を除く）と、地域内フィーダー補助金額を合算した額
※4 収支率は、市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」の運行収入を運行経費で除した数値

フィーダー（支線）
交通の維持・充実

交通結節点の拠点
機能の向上

地域やまちづくりと
連携した交通環境

公共交通と福祉が
一体となった
まちづくりの推進

施策の方向性

幹線交通
ネットワークの
確保・維持

計画目標２
多様な交通と人が
集まり快適で賑わい
ある交通結節点に
向けた機能向上

計画目標３
みんなで育てる
安全・安心な
交通環境の創出

計画目標１
誰もが移動しやすい
交通ネットワークの
構築

1-1

1-2

2-1

3-1

3-2

 

３ 計画の数値目標及び施策の方向性別評価指標の達成状況の評価・検証 

現状値 目標値

（令和２年度［2020年度］） （令和８年度［2026年度］）

公共交通利用者数 6,027人/日 7,026人/日

評価指標
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「２. 計画の数値目標及び施策の方向性別の数値目標」で示した各数値目標について、

昨年度（令和７年度）における目標達成率及び達成状況を整理しました。 

 

(1) 計画全体の数値目標の達成状況の評価・検証 

計画全体の目標である「公共交通利用者数」の達成率は以下に示すとおりです。 

公共交通全体の利用者数は 7,121人/日であり、目標達成率は 101.4％となっています。 

 

＜ 計画全体の数値目標の達成状況 ＞ 

 

 

 

公共交通機関別に目標達成率を見ると、ＪＲ姫新線が 105.6％、コミュニティバスが

131.8％と目標値を上回っていますが、その他の公共交通機関では目標値を下回っていま

す。 

また、計画策定時の現状値（令和２年度）と比較すると、すべての公共交通機関が堅

調に増加しており、公共交通全体では令和２年度比で 118.1％となっているため、新型コ

ロナウイルス感染症流行以前の利用者水準までの回復を達成したと言えます。 

しかし、路線バス、播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バスでは令和６年度と比較

して利用者数が微減となっています。このため、公共交通利用者増加に向けて、既存利

用者層の利便性を確保するための交通体系の見直しに限らず、公共交通を必要とする方

（潜在ニーズ）に対応した施策・事業の検討を進めていく必要があります。 

 

＜ 計画全体の数値目標（公共交通利用者数）の達成状況 ＞ 

 

 

令和２年度
（2020年度）

令和３年度
（2021年度）

令和４年度
（2022年度）

令和５年度
（2023年度）

令和６年度
（2024年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和７年度
（2025年度）

令和７年度
（2025年度）

現状値
（計画に記載）

実績値 実績値 実績値 実績値 実績値
目標値

（計画に記載）
令和２年度比

増加率
目標達成率

JR山陽本線 1,787人/日 1,889人/日 1,984人/日 1,959人/日 1,964人/日 2,004人/日 2,068人/日 112.1% 96.9%
JR姫新線 2,983人/日 3,175人/日 3,472人/日 3,644人/日 3,594人/日 3,644人/日 3,452人/日 122.2% 105.6%
路線バス 850人/日 868人/日 920人/日 972人/日 937人/日 908人/日 994人/日 106.8% 91.3%

コミュニティバス 208人/日 231人/日 249人/日 265人/日 295人/日 329人/日 250人/日 158.4% 131.8%
圏域バス 7人/日 9人/日 10人/日 12人/日 11人/日 8人/日 10人/日 115.7% 81.0%

市民乗り合いタクシー 192人/日 193人/日 206人/日 215人/日 214人/日 227人/日 252人/日 118.2% 90.1%

合計 6,027人/日 6,365人/日 6,841人/日 7,047人/日 7,015人/日 7,121人/日 7,026人/日 118.1% 101.3%

公共交通機関

令和２年度
（2020年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和7年度
（2025年度）

現状値
（計画に記載）

実績値
目標値

（計画に記載）
実績値

目標達成率

公共交通利用者数 6,027人/日 7,121人/日 7,026人/日 101.4%

評価指標
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(2) 施策の方向性別の数値目標の達成状況の評価・検証 

① 計画目標１「誰もが移動しやすい交通ネットワークの構築」における達成状況 

計画目標１「誰もが移動しやすい交通ネットワークの構築」における数値目標の

達成状況は以下に示すとおりです。 

「ＪＲ山陽本線・ＪＲ姫新線利用者数」及び「市民乗り合いタクシー「あかねち

ゃん」収支率」の数値目標は、目標達成率が 100％を超えていますが、それ以外の数

値目標は未達成となっています。 

特に「路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域バスの合計行政支援額」は、

交通計画策定時（令和２年度、51,903 千円/年）と比較して増加しています。これは、

路線バスの利用者減少に伴う補助対象路線の増加やコミュニティバス竜野駅大浦線

の運行に加え、物価高騰や人件費の高騰による運行経費の増加などが大きな要因と

なっています。 

利用者数が継続的な増加傾向にある中で、利用者のニーズに応えるための行政支

援を継続しつつ、更なる利用者増加に向けた取り組みの推進が求められています。 

 

＜ 施策の方向性別の数値目標の達成状況（計画目標１）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 行政支援額は、本市の財政支援額（車両購入に係る費用を除く）  

※2 収支率は、市内を運行する路線バス・コミュニティバス・圏域バス「てくてくバス」の運行収入を運行経費で除した数値  

※3 行政支援額は、本市の財政支援額（車両購入に係る費用を除く）と、地域内フィーダー補助金額を合算した額  

※4 収支率は、市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」の運行収入を運行経費で除した数値  

令和２年度
（2020年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和7年度
（2025年度）

現状値
（計画に記載）

実績値
目標値

（計画に記載）
実績値

目標達成率

路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域
バスの合計乗車人数

1,065人/日 1,246人/日 1,254人/日 99.4%

路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域

バスの合計行政支援額
※1 51,903千円/年 77,302千円/年 51,903千円/年 67.1%

路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域

バスの収支率
※2 60% 50% 60% 83.2%

コミュニティバス利用者満足度 69% 71% 82% 86.6%

ＪＲ山陽本線・ＪＲ姫新線利用者数
（市内の鉄道駅乗車人数）

4,770人/日 5,648人/日 5,520人/日 102.3%

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」
利用者数

192人/日 227人/日 252人/日 90.1%

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」

行政支援額
※3 83,738千円/年 102,498千円/年 87,338千円/年 85.2%

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」

収支率
※4 12% 16% 14% 114.3%

市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」
利用者満足度

97% 95% 98% 96.9%

新たなモビリティサービス導入件数 ― 0 2件 0.0%

施策の方向性 評価指標名

1-1
幹線交通
ネットワークの
確保・維持

1-2
フィーダー（支
線）交通の維
持・充実
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② 計画目標２「多様な交通と人が集まり快適で賑わいある交通結節点に向けた機能向上」における達成状況  

計画目標２「多様な交通と人が集まり快適で賑わいある交通結節点に向けた機能

向上」における数値目標の達成状況は以下に示すとおりです。 

「姫新線利用による通勤・通学者への駐車・駐輪料金の助成人数」「たつの市ホ

ームページ交通関連ページの閲覧件数」では目標達成率が 100％を超えていますが、

「鉄道駅やバス停の待合環境の改善個所数」は目標未達成となっています。 

「鉄道駅やバス停の待合環境の改善個所数」は令和７年度で１箇所/年となっており、

毎年の目標達成に向けた施策・事業の実施体制の維持が必要です。 

 

＜ 施策の方向性別の数値目標の達成状況（計画目標２）＞ 

 

 

 

令和２年度
（2020年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和7年度
（2025年度）

現状値
（計画に記載）

実績値
目標値

（計画に記載）
実績値

目標達成率

姫新線利用による通勤・通学者への
駐車・駐輪料金の助成人数

141人/年 175人/年 150人/年 116.7%

鉄道駅やバス停の待合環境の
改善箇所数

6箇所/年 1箇所/年 6箇所/年 16.7%

2-2
積極的な交通
情報の発信と
充実

たつの市ホームページ
交通関連ページの閲覧件数

42,410件/年 52,483件/年 50,000件/年 105.0%

施策の方向性 評価指標名

2-1
交通結節点の
拠点機能の向
上
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③ 計画目標３「みんなで育てる安全・安心な交通環境の創出」における達成状況 

計画目標３「みんなで育てる安全・安心な交通環境の創出」における数値目標の

達成状況は以下に示すとおりです。 

「妊産婦タクシー助成券利用人数」は目標達成率が 100％を達成しているものの、

「モビリティ・マネジメント（ＭＭ）参加人数」「障害者福祉タクシー利用助成件

数」は、交通計画策定時（令和２年度）と比較して低くなっています。 

「モビリティ・マネジメント（ＭＭ）参加人数」については、小中学生ＭＭ等を

実施しておらず、令和２年度と比較して少なくなっています。今後も要望や必要性

に応じてＭＭを実施するとともに、参加人数を増やすための実施計画の検討が必要

です。 

 

＜ 施策の方向性別の数値目標の達成状況（計画目標３）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共交通利用者数や各指標における対象者数は、新型コロナウイルス感染症流行以前の水

準まで回復したと言えます。 

一方で、物価高騰等の社会的影響は深刻さを増しており、公共交通の維持にかかる費用が

大きく増加しています。また、ＪＲ姫新線、路線バス、播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏

域バス、市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」では利用者数の伸びが止まりつつある中で、

公共交通を必要とする方（潜在ニーズ）の把握と利便性の確保に向けたの実施・継続・新た

な検討が必要です。 

今後も、利用者増・利便性向上のための取組みを継続するとともに、実施予定の事業につ

いても着実に実施し、市民の足となる公共交通の維持・確保に向けて取り組みます。 

令和２年度
（2020年度）

令和７年度
（2025年度）

令和８年度
（2026年度）

令和7年度
（2025年度）

現状値
（計画に記載）

実績値
目標値

（計画に記載）
実績値

目標達成率

モビリティ・マネジメント
（ＭＭ）参加人数

989人/年 11人/年 1,200人/年 0.9%

参加型イベントの実施回数 1回/年 1回/年 3回/年 33.3%

高齢者タクシー利用料助成件数 1,523件/年 1,600件/年 1,650件/年 97.0%

障害者福祉タクシー利用助成件数 193件/年 159件/年 210件/年 75.7%

運転免許証自主返納によるコミュニティ
バス無料定期券及び市民乗り合い
タクシー乗車券申請件数

283件/年 300件/年 350件/年 85.7%

妊産婦タクシー助成券利用人数 ― 126人/年 110人/年 114.5%

3-1
地域やまちづく
りと連携した交
通環境の創出

3-2

公共交通と福
祉が一体となっ
たまちづくりの
推進

施策の方向性 評価指標名
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第３次たつの市地域公共交通計画（案）の改訂の概要 

 

1. 現行計画の概要 

 

・現行計画は、2022年（令和４年）３月に策定 

・現行計画に基づき、コミュニティバスの再編、圏域バスや市

民乗り合いタクシーのサービス見直し、バス待合環境の向上、

モビリティ・マネジメント等の交通事業を実施 

・計画期間は、2027年３月末（今年度末）であり、計画期間完

了による新たな計画策定が必要 

 

 

 

2. 新たな計画策定の視点 

 

・過年度からの５年間の交通変化 

・公共交通以外の輸送資源（スクールバス、商業・医療送迎サービス等）の活用 

・アンケート（市民、コミュニティバス・圏域バス・市民乗り合いタクシー利用者）調査結果及び

パーソントリップ調査による移動状況の把握 

・上位・関連計画の改訂によるまちづくりの方向性の確認 

・新たな数値目標の検討 

・公共交通事業運営方針設定のための評価指標の見直し 

・幹線・フィーダー補助系統の明示 

・既存公共交通手段の維持・確保に向けた連携・利用促進 

・計画の評価・見直し方法とスケジュールの明記 

 

 

  

協議事項４ 
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3. 新たな計画策定に係るスケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業評価及び効果検証 

たつの市における交通の現状と課題 

アンケート調査の実施 
（市民、コミバス・圏域バス・市民乗り合いタクシー利用者） 

上位・関連計画の整理 

理念・計画目標・整備方針の検討 

目標達成のための公共交通事業の検討 

地域公共交通計画（素案）の作成 

パブリック・コメントの実施 

地域公共交通計画の作成 

第２回地域公共交通会議・ワーキング 

（令和８年 10月～令和８年 11月） 

第１回地域公共交通会議・ワーキング 

（令和８年６月） 

第３回地域公共交通会議・ワーキング 

（令和９年１月～令和９年２月） 

（令和８年 12月～令和９年１月） 

 

（令和８年７月～８月） 
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表６　車両の取得計画の概要

都 道 府 県
（ 市 区 町 村 ）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数 車両減価償却費等に要する国庫補助額（千円）

兵庫県
（たつの市）

神姫バス株式会社

株式会社ウイング神姫

協議事項５

－
 1

8
 －



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

２年目以降（令和 8 年度）

姫路駅前～青山西～龍野

姫路駅前～林田・インター～山崎

姫路駅前～横関～山崎

姫路駅前～横関～荒木

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

(1) 記載要領

 　(2) 添付書類

　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類
　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）
　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）
　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。
　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。

なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。
※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類

   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。
　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

北近畿

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。
 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。

合計 330,000円 2,160,000円 3,600円 

2,160,000円 87% 3,600円 

 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。
   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。
   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）

4,988 2,493 4～7 330,000円 13%

ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合

計 千円

補助対象経費（千円） 計画額（千円） 補助ブ
ロック名

申請
番号

負担者とその負担割合
都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担 「その他の者」の

具体的概要負担額 負担割合 負担額 負担割合負担額 負担割合

円

円

申請番号
金融費用補助対

象額（円） 償還期間
（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち低
い方の率（％）

補助対象経費

18,000,000 4,987,638 4,987,638

計画額（千円）

（自） （至）ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

12 831,273 円 415.6 5,768,727

計 90,000,000 39,600,000 18,000,000 0 34,612,3624,988 千円 2,493

13 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273

3,000,000 831,273 831,273

12 831,273 円 415.6 5,768,727

12 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 415.6 5,768,72712 831,273 円

11 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273

3,000,000 831,273 831,273

415.6 5,768,727

10 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 415.6 5,768,72712 831,273 円

8 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 415.6 5,768,727

9 15,000,000 6,600,000 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273

3,000,000 831,273 831,273 12 831,273 円

12 831,273 円

ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

＊残存価格
（円）

前年度ﾌ（2年⽬のみ
ﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（⽉）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ

償却限度額（円）
事業者償却額

（円）
ﾉとｵのうち少ない

方の額（円）
償却期間（月）

補助対象経費
計画額（千円）

申請番号
補助対象限度額

（円）
残存価額（円）

普通償却限度額
（円） 特別償却額（円）

北近畿 8～13 第1・2・5・20号 第1・2・6・23号

事業者名 神姫バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金申請番号

当該年度 初年度

定額法
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表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

２年目以降（令和 8 年度）

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

1 12.6 ％ 86.3 ％ 円 ％ 1.1 ％

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

(1) 記載要領

 　(2) 添付書類

4,000円 

事業者名 株式会社ウイング神姫

　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。
なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金申請番号

当該年度 初年度

定額法

申請番号

補助対象限度額
（円）

残存価額（円）
普通償却限度額

（円） 特別償却額（円）

北近畿 山崎～曲里・まほろばの湯～横山 2 2

北近畿 山崎～皆木～エーガイヤちくさ 4 4

北近畿 山崎～新宮駅・龍野～ダイセル 3 31

＊残存価格
（円）

前年度ﾌ（2年目の
みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ

償却限度額（円）
事業者償却額

（円）
ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

計画額（千円）

ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

715,545 円 357.0 5,884,4551 15,000,000 6,600,000 3,000,000 3,000,000 715,545 715,545 12

計

円

申請番号
金融費用補助対

象額（円）
償還期間

（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率（％）

千円

補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）
ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

計

円

円

千円

合計

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。

715 357
北近
畿

市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の者」の

具体的概要負担額 負担割合 負担額 負担割合ﾏ＋ｱ ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合

45,000円 308,000円 

　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）
　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）

   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。

  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類

※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

補助対象経費（千円） 計画額（千円） 補助
ブ

ロッ
ク名

申請
番号

負担者とその負担割合

都道府県

　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類

 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。
 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。

   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）
   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。
　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。
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令和８年６月●日 

 

          （名称）たつの市地域公共交通会議           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

たつの市においては、姫路市へと結ぶ幹線交通である鉄道（バス）を軸に、市域内に広

範に路線バス、コミュニティバス、市民乗り合いタクシーにより構成される公共交通機関

網が広がっている。これらの公共交通については、鉄道がない宍粟市及びたつの市、佐用

町、上郡町で構成される播磨科学公園都市とたつの市民の日常生活機能を担う中で、幹線

交通が宍粟市に向かう唯一の手段として、車の運転ができない高齢者及び学生を中心に、

生活に必要不可欠な交通として機能しており、この幹線交通に通じるコミュニティバス等

が支線の役割を果たしている。 

しかしながら、物価高騰による行政負担の増加をはじめ、運行に様々な問題が発生して

いる。 

このため、地域公共交通確保維持事業により、山崎－ダイセル線及び姫路－龍野線、 

姫路－山崎線、相生－Spring-8線を確保・維持することで、住民の生活交通手段を存続 

させていくことが必要である。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

 収支改善率１％以上を目標とする。 

（２）事業の効果 

地域公共交通確保維持事業の対象系統について、収支率６６.８％以上を目標とする。 

（令和７年度比＋1％とする） 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

・鉄道や路線バスも含めた公共交通のネットワークが一目で分かる公共交通マップの 

作成・市内全戸配布（たつの市）（たつの市地域公共交通計画 Ｐ８３参照） 

・市民等に鉄道や路線バス等の公共交通に関するモビリティ・マネジメントを行う。 

（たつの市）（たつの市地域公共交通計画 Ｐ８７参照） 

 ・市民等に公共交通への愛着を持ってもらい、マイレール・マイバス意識を醸成するため、

鉄道やバスに関する出前講座を行う。（たつの市）（たつの市地域公共交通計画 Ｐ８８

参照） 

・系統や便数、運行ダイヤの見直し（事業者） 

 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

表１のとおり 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

 表２のとおり 

 

地域公共交通確保維持事業によって運行の維持を図る各路線について、その運行に係る

費用に対し、たつの市から運行事業者への補助金額については、運行収入及び国庫補助金

を運行費用から差し引いた差額を、系統キロ程に対するたつの市のキロ程の割合に応じて

負担することとしている。 

 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

協議事項６ 
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バス事業者保有のデータ（停留所毎の乗降調査、系統別輸送実績等）による。 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

 該当なし 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

 該当なし 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

別添「地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取り組み内容」のとおり 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

  該当なし 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

山崎－ダイセル線、姫路－龍野線、姫路－山崎線を運行するバス車両については、耐用

年数を大幅に上回る２０年を経過し、早急な買い換えが必要となっていることから、安全

な輸送を確保するために大型乗り合いバス車両（ノンステップ）を７台購入する必要があ

る。 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

地域公共交通確保維持事業の対象系統について、収支率６６.８％以上を目標とする。 

（令和７年度比＋1％とする） 

 

（２）事業の効果 

だれもが利用しやすいバリアフリーに対応したノンステップ車両等を計画的に導入し、

子供から高齢者、障害のある方がバスに乗りやすい環境整備につなげる。また、輸送の安

全確保を図るとともに、地球環境にやさしいバス輸送へ寄与し、住民の日常生活に必要な

移動手段を確保していく。 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

－ 22 －



別 紙（地域間幹線系統） 

表６、表７のとおり 

 

なお、地域公共交通確保維持事業によって運行を維持する山崎－ダイセル線等の車両の

取得について、購入費用総額１６２,６０４千円（見込）のうち、たつの市から運行事業

者への補助金額については、補助対象経費の限度額１０５,０００千円（１５,０００千円

/１台数）から国庫補助金を差し引いた差額を、沿線市町で按分し負担することとしてい

る。 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

  該当なし 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

 該当なし 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

（２）事業の効果 

  該当なし 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・平成２７年１０月２８日 地域公共交通会議を法定協議会に移行 

地域公共交通網形成計画の策定について協議 

地域公共交通確保維持改善事業制度概要の説明 

・平成２８年 ２月２６日 地域公共交通網形成計画素案について協議 

・平成２８年 ６月２７日 地域公共交通網形成計画素案について協議 

地域内フィーダー系統確保維持計画、費用負担等について説明・協 

議・承認 

・平成２８年１１月 ８日 デマンド交通市外在住利用対象者及び利用料金について協議 

・平成２９年 ２月２０日 デマンド交通先行運行の利用実績及び登録状況について報告 

利用者ヒアリング調査結果について協議 

たつの市地域公共交通網形成計画の策定について協議 

・平成２９年 ６月３０日 市民乗り合いタクシーの利用状況、目的地の追加、地域内フィーダ

ー系統確保維持計画について協議 

・平成２９年１２月１９日 市民乗り合いタクシーの利用状況及び利用者ヒアリング調査の実施

結果について報告 

運行事業者の変更及び地域内フィーダー系統確保維持計画の改正

について説明・承認 

・平成３０年 ２月２８日   市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

              市民乗り合いタクシーの評価・検証について協議 
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・平成３０年 ６月２５日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

             市民乗り合いタクシーの予約期限の変更、地域内フィーダー系統確

保維持計画について協議 

・平成３０年１２月１０日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

利用者ヒアリング調査の実施結果について報告 

モビリティ・マネジメントの実施結果について報告 

・令和 元年 ６月２４日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

運行事業者の変更及び令和元年度地域内フィーダー系統確保維持

計画の改正について説明・承認 

令和２年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

・令和 ２年 ２月１７日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

利用者ヒアリング調査の実施結果について報告 

モビリティ・マネジメントの実施結果について報告 

・令和 ２年 ６月    市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

令和３年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

（書面協議）        

・令和 ３年 ２月    市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

利用者ヒアリング調査の実施結果について報告 

モビリティ・マネジメントの実施結果について報告 

（書面協議）       

・令和 ３年 ６月２５日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

地域公共交通計画の策定について協議 

令和４年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

・令和 ３年１１月１９日 市民アンケート調査及び市民乗り合いタクシー利用者ヒアリング調 

査結果についての報告 

第２次地域公共交通計画についての協議 

・令和 ４年 １月    第２次地域公共交通計画についての協議 

（書面協議） 

・令和 ４年 ６月２８日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

令和５年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

・令和 ５年 ６月３０日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

令和６年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

佐用町運営有償運送の更新登録について協議 

・令和 ６年 ２月２０日 たつの市地域公共交通会議規約の改正について協議 

路線バス「大浦～山電網干線」の運行について協議 

路線バス「山崎～ダイセル線（ツカザキ病院経由）」のダイヤ改正 

について報告 

・令和 ６年 ６月２７日 令和７年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

             令和７年度地域間幹線系統確保維持計画について協議 

             コミュニティバス「大浦線（仮称）」の再編について協議 

             「大浦線（仮称）」の再編に伴う運賃協議会の委員の就任について 

協議 
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・令和 ６年 ８月     令和６年度第１回たつの市地域公共交通会議運賃協議部会結果に 

（書面開催）       ついて協議 

・令和 ７年 ２月２６日 御津地域住民アンケート結果について協議 

八重垣病院閉院に伴うバス停名称の変更（案）について協議 

コミュニティバス JR竜野駅南側周辺のルート変更および、バス停 

の統合・移設（案）について協議 

・令和 ７年 ６月２５日 令和８年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

令和８年度地域間幹線系統確保維持計画について協議 

             相生～西後明～SPring-8線の地域公共交通確保事業活用系統に係 

る審議依頼について協議 

・令和 ８年 １月    令和７年度地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価につい 

（書面開催）       て協議（地域間幹線系統（路線バス）確保維持費国庫補助金分） 

令和７年度地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価につ

いて協議（地域内フィーダー系統（市民乗り合いタクシー「あかね

ちゃん」）確保維持費国庫補助金分） 

・令和 ８年 ３月 ５日 市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験について協議 

たつの市コミュニティバスのダイヤ改正について協議 

播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バスのダイヤ改正について

協議 

・令和 ８年 ６月２５日 令和９年度地域間幹線系統確保維持計画（案）の策定について協議 

令和９年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）の策定につい

て協議 

路線バス「山崎～新宮駅」線、「龍野～山崎」線、「新宮駅～Spring-8」

線における路線再編について協議 

市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験について報告 

 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

【令和３年度】 

○市民アンケート調査 

・調査対象：市内在住の 16 歳以上の方を含む世帯 4,500 世帯×3 枚 

・調査方法：上記対象者に郵送でアンケート調査票を配布し、郵送で回収 

・調査期間：令和３年７月 16 日～８月 20 日 

・回収数：3,854 人（回収率 44.5％） 

上記アンケート調査の結果を踏まえ、交通計画を策定し、公共交通の整備を図っている。 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）たつの市龍野町富永 1005番地 1                 

（所 属）企画財政部企画政策課企画推進係                 

（氏 名）伊達 由里子                 

（電 話）0791-64-3141                

（e-mail）kikakuseisaku@city.tatsuno.lg.jp                 
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 
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別 紙（地域間幹線系統） 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 9 年度

１．申請事業者の概要

R7

％

R6

％

R5

％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

３．旅客運賃の上限変更認可状況

当 年度 3 ／３

前 年度 2 ／３

前々 年度 1 ／３

社会式株スバ姫神合割担負のそと者担負、用費るす要にとご統系象対助補．４

②
①×②
＝③

）均平（）均平（）均平（）均平（）均平（

17.5km 

17.5km 7.0km 

17.5km 6.5km 

17.5km 4.0km 

）均平（）均平（）均平（）均平（）均平（

30.9km 

30.9km 25.4km 

30.9km 1.4km 

30.9km 4.1km 

）均平（）均平（）均平（）均平（）均平（

48.5km 

神姫バス株式会社

1

2

神姫バス株式会社

負担
割合

負担
割合

負担
割合

負担
割合

ナ

補助対象経費 計画額

経常費用から
経常収益を控

除
した額

損失額から国
庫補助額を控

除した額

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

「その他の者」の
具体的概要

負担額 負担額ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ 負担額 負担額

補
助
ブ
ロ

ク
名

申請
番号

特
例
措
置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した
額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうち
いずれか少な
いほうの額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ
ロック都道府県
外乗入部分及

び他路線との競
合部分以外に

係るもの

 mk8.283,655計合 248,602,962円 

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分及び同一補
助ブロック都道
府県外乗入部

分以外に係るも
の

計画平均乗車
密度が5人
未満の路線

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行
回数／①計画運

行回数＝ネ

159,318,868円 576,758.8km 172,460,028円 557,194.5km 185,596,997円 555,880.9 ㎞

390,386.4 ㎞ 257円.14銭 106,338,258円 369,972.1 ㎞ 287円.42銭 113,285,756円 

149,881,170円 

100.000% 369,443.2km 165,074,610円 246円.42銭 45円.51銭 37円.40銭 246円.42銭 283円.82銭 100,384,899円 

187,222.4 ㎞ 353円.17銭 72,311,241円 186,779.4 ㎞ 387円.14銭 58,842,977円 

369,101.5 ㎞ 306円.92銭 91,038,193円 

314円.77銭 352円.17銭 58,933,969円 186,372.4 ㎞ 316円.21銭 66,121,770円 

実車走行
キロ
マ

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常収

益
ヤ÷マ=f

ノ×ワ以上の
額：ヨ

北
近
畿

100.000% 186,939.6km 83,528,352円 314円.77銭 57円.41銭 37円.40銭

実車走行
キロ
マ"

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常収

益
ヤ"÷マ"=d

経常収益
ヤ'

実車走行
キロ
マ'

補助対象系統
の実車走行キ
ロ当たり経常収

益
ヤ'÷マ'=e

経常収益
ヤ

ノ'とノ"のいず
れか少ない額

ノ

基準期間にお
ける実車走行キ
ロ当たり経常収
益の運賃改定
による増収分
f×コ÷(1＋コ）

×フ＝g

経常収益控除額
ケとgのいずれか

少ない額
h

補助金交付要
綱別表２（注）
４．の適用後の
キロ当たり経常

収益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3=ノ'
経常収益

ヤ"

補助対象系統のキロ当たり経常収益 補助対象系統
の経常収益の

見込額

間期準基度年前の間期準基度年々前の間期準基均平年ヵ３合場るあが用適の．４）注（２表別綱要付交金助補

補
助
ブ
ロ

ク
名

申
請
番
号

特
例
措
置

補助ブロック外
乗入部分及び
同一補助ブロッ
ク都道府県外
乗入部分以外
のキロ程の比

率

計画実車走行
キロ

補助対象
経常費用
の見込額

（チー（リ＋ヌ）
÷チ＝ヲ’

ワ
ヘ×ワ以下の

額：カ

復48.4km 

往48.6km 
計 2系統 

宍粟市

365日 6.2

(14.4回)
1

姫路駅前～青
山西～龍野

姫路駅前 青山西

たつの市

姫路市

北
近
畿

2
姫路駅前～林
田・インター～
山崎

姫路駅前 林田・インター 100.4人 

姫路市

太子町

復17.5km 
96.4人 

 mk6.71往 回0.062,5
龍野 365日 6.7

往17.6km 

復17.5km 

北近畿・京阪神 令和5年10月30日 基準期間の

%16.82の間期準基

589円.52銭 484円.22銭 

経常費用（ロ） 11,719,680千円

475円.67銭 

補助ブロック名 認可日 認可を受けた補助対象期間

補助金交付
要綱別表２

（注）４．の適
用割合

フ

改定率
コ

営業損益 △ 880,834千円 営業外損益 63,778千円

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
22,920,097.0 ㎞

 銭22.円484神阪京

営業損益 △ 1,236,190千円 営業外損益 18,893千円

10,708,300千円

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

23,327,301.0 ㎞

事業者名 神姫バス株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 10,827,028千円 営業外収益 75,596千円

20,915千円 経常費用（ロ’） 11,349,486千円

経常収益（イ’） 10,132,189千円

営業費用 11,328,571千円 営業外費用

経常収益（イ）

経常損益 △ 817,056千円

10,902,624千円

営業費用 11,707,862千円 営業外費用 11,818千円

454円.82銭 486円.53銭 511円.32銭 

11,999千円 経常損益 △ 1,431,831千円

経常収益（イ”） 9,276,469千円

営業費用 10,699,346千円 営業外費用 8,954千円 経常費用（ロ”）

経常収支率 93.02

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 10,092,381千円 営業外収益 39,808千円

営業損益

経常収支率 89.27

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 9,255,516千円 営業外収益 20,953千円

△ 1,443,830千円 営業外損益

経常損益 △ 1,217,297千円

486円.53銭 511円.32銭 

475円.67銭  銭28.円644 銭28.円644 銭22.円484畿近北

補助ブロック名
補助対象事業者の実車走行

キロ当たり経常費用
(a+b+c)/3= ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用の差
二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ=ト

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

23,543,645.0 ㎞

経常収支率 86.62

北近畿

申
請
番
号

特
例
措
置

運行
系統名

運行系統
計画運行回数

（　）

計画運
行日数

主な
経由地

終点

①＝カッコ内

起点

系統キロ程
地域公共交通再編事業
を実施する区域におけ

るキロ程

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用

（基準期間の前々年度）
ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行キロ
当たり経常費用
　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

37円.40銭 

 銭28.円454神阪京

系統キロ程と地
域公共交通再
編事業を実施

する区域におけ
るキロ程との比

率

基準期間の

補
助
ブ
ロ

ク
名

（チー（リ＋ヌ＋
ル））÷チ＝ヲ

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル ル÷チ

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線との競合
率

計画平
均乗車
密度

計画輸
送量

％

100.000

往7.1km 

補助ブロック外
乗入部分、同一
補助ブロック都
道 府 県外 乗入
部 分 及 び 他路
線との競合部分
以 外 の キ ロ 程
の比率

40.000

％ ％

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック都道府
県外乗入部分のキロ程

復7.0km 

22.857

％

復17.5km 

5,940.0回 

37.142

往17.6km 往6.5km 

復6.5km 

往17.6km ％ mk0.4往

復17.5km 

％

往31.0km 

復4.0km 

復1.4km 

％

100.000

％

復30.9km 002.28 mk4.52復

％

復30.9km 

往25.5km 往31.0km 

4.530

往31.0km ％ mk1.4往

862.31 mk1.4復復30.9km 

復30.9km 

往31.0km 往1.4km 

(16.2回)
山崎

たつの市
－

 3
0
 －



1

%2.63%3.55%5.8

%2.63%3.55%5.8

%2.63%3.55%5.8

2

%2.72%1.36%7.9

%2.72%1.36%7.9

%2.72%1.36%7.9

%6.92%0.16%4.9

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３
位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額
を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出
する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分
のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に
係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載
すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

20,807,432円 

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

98,720,061円 98,721,792円 98,717 千円 49,360.5千円 119,528,432円 

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認
を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

4,912.0千円 

(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

計 98,721,792円 111,871,332円 98,721,792円 

,238,1 円760,752,4 円339,456 円414,447,6 円414,656,11 円151,328,9市粟宍 414円 

70,167,932円 6,581,399円 42,779,101円 

 円767,526 円004,354,1

姫路市

3,353 千円 1,677.0千円 3,979,767円 2,302,767円 223,600円  円948,353,3市のつた

 円356,753,11 円008,173,62 円002,750,4 円356,687,14 円356,512,27

1,598,392円 

60,857,934円 60,857 千円 30,429.0千円 

74,036 千円 37,018.0千円 87,853,593円 

 円044,795,2 円008,279,3 円002,116 円044,181,7 円044,567,11

7,240,392円 5,642 千円 2,821.0千円 

50,835,593円 

4,419,392円 376,133円 2,444,867円 

2,795,766円  円051,478,9市路姫 9,874 千円 4,937.5千円 

31,676,916円 19,334,416円 

12,670,766円 7,733,266円 658,333円 

12,342.5千円 

9,168,641円 9,168 千円 4,584.0千円 

4,279,167円 

北
近
畿

24,685,375円 37,587,758円 24,685,375円 24,685,375円 24,685,375円 24,685 千円

74,036,417円 74,283,574円 74,036,417円 74,036,417円 74,036,417円 

 円633,246,5市のつた

9,823 千円

太子町

－
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表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 9 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

285 円 31 銭 円 39 銭 円 93 銭

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

295 円 54 銭 円 82 銭 円 54 銭 0 円 0 銭 118 円 33 銭

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

前 年度 2 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

2,654.5

(7.2)

(0.0)

(0.0)

2,533.5

(6.9)

2,870.5

(7.8)

(0.0)

(0.0)

(0.0)

(0.0)

1,833.5

(5.0)

2,665.0

(7.3)

(0.0)

(0.0)

(0.0)

北近
畿

（平均）

3

人
往12.6km （平均）

（平均）

日 回 0.0 人

日 回

復12.6km 12.6km

復5.2km 5.2km

復3.1km 3.1km

（平均）

（平均） （平均）

4.4km

（平均） （平均）

0.0 人
往5.2km （平均） （平均）

（平均）
0.0

日

0.0 人

0.0 人
往4.4km （平均）

日

回

（平均） （平均） （平均）
回

（平均）（平均）

復3.5km 3.5km

復17.9km 17.9km

（平均） （平均） （平均）

復4.4km

山崎～ダイセル 山崎 新宮駅・龍野

復3.8km 3.8km
回

（平均） （平均） （平均）
日

往3.8km （平均） （平均）

（平均）

復23.3km

）均平（）均平（）均平（

（平均） （平均）

日 回 0.0 人
往11.0km （平均）

0.0 人

復11.1km 11.0km

（平均） （平均）

0.0 人
往23.3km （平均）

日 回
23.3km

3.3 22.7
（平均）

0.0 人

）均平（）均平（）均平（

（平均）

往3.1km （平均） （平均）

（平均） （平均）
100.000%

）均平（）均平（）均平（

21.3km
日 回 5.4 39.45

日 回
往17.9km （平均） （平均）

往3.5km （平均） （平均）

2 山崎～横山 山崎 曲里・まほろばの湯

往29.6km （平均）

4 山崎～エーガイ ヤちくさ

人横山 362 日 回

人
往21.3km

復21.3km

ダイセル 362 日 回 3.1 24.1 人

往31.8km （平均）

エーガイヤちくさ 362 日 回

362

日 回

100.000%
復31.8km 31.8km

365相生駅～SPring-8 相生駅 西後明・粒子線医療センター SPring-8

100.000%

）均平（）均平（）均平（
100.000%

復37.7km 37.7km

日 回 4.1 29.5 人
（平均）

（平均）

1 1 西脇市駅～鳥羽上 西脇市駅 中安田 鳥羽上

地域公共交通再編事業
を実施する区域におけ

るキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

運行系統

計画運行
日数

ル

34.3km

往34.3km

復34.4km

リ
①×②
＝③

（平均）

（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ
チ オ オ÷チ＝ク

①＝カッコ
内

②

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
他路線との競合

部分に係るキロ程

ヌ

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府
県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率

100.000%

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

（平均））均平（）均平（

（平均）

（平均）

北近畿 令和6年9月2日 基準期間の 30.30%

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特
例
措
置

運行
系統
名

補助ブロック名 認可日

起点
主な
経由
地

終点

基準期間の

基準期間の

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

603492畿近北

認可を受けた補助対
象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合
フ

改定率
コ

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

4,662,730.0

経常収支率 38.52

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 505,988 千円 営業外収益

0　　　　

補助ブロック名

補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費

用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

△ 894,670営業損益 △ 894,594 千円

592644畿近北

営業外損益 △ 76 経常損益

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

4,915,762.2

経常収支率 36.21

補助ブロック名

1,372,675

営業損益 △ 847,519 千円 営業外損益 3,539 経常損益 △ 843,980

1,865 経常収益（イ”） 507,853

営業費用 1,400,582 千円 営業外費用 1,941 経常費用（ロ”） 1,402,523

千円 営業外費用 1,196 経常費用（ロ） 1,394,726

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）
4,544,059.5

経常収支率 38.55

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 524,223 千円

△ 857,002営業損益 △ 860,095 千円 営業外損益 3,093 経常損益

営業外収益 4,472 経常収益（イ’） 528,695

営業費用 1,371,742 千円 営業外費用 933 経常費用（ロ’）

事業者名 株式会社ウイング神姫

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 533,435 千円 営業外収益 4,289 経常収益（イ）

）均平（）均平（）均平（）均平（

復29.6km 29.6km

537,724

営業費用 1,393,530

3.6 18.0 人
（平均）往37.7km （平均）

上郡町

山崎 いちのぴあ・皆木・斉木

西脇市

多可町

宍粟市

たつの市

太子町

姫路市

相生市

たつの市－
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(0.0)

1,508.5

(4.1)

(0.0)

(0.0)

1 1 円

2 0 円

3 0 円

4 0 円

5 0 円

6 1 円

円

1 1 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

千円

千円

2 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

3 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

4 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

5 0 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

6 1 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

11,261 5,630.5

296.5

6,829

14,464

1,446

6,809

1,332

1,674

2,412

995

11,261,001

15,965,688

6,531.0

北近
畿

3,414.5

7,232.0

723.0

3,404.5

666.0

837.0

多可町

21,958,952 21,958,952

復30.3km 30.3km

復8.9km 8.9km

復0.4km 0.4km

（平均）（平均）

（平均）

0.0 人

1 西脇市駅～鳥羽上 西脇市駅 八千代小学校前

日

（平均）

日

回

日 回

（平均） （平均）往8.9km

）均平（）均平（）均平（mk4.0往

178円.30銭26円.97銭

合計 140,763,323 118,873,728

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特
例
措
置

西脇市

多可町

西脇市

北近
畿

4,077,962 15,098,562 4,077,962

15,965,688 15,966,048

104,167,033 104,167,033 35,326,069

2,077,962

881,389,7886,569,515.289,7569,51886,569,51886,569,51

1,206.0

497.5

76,583 38,291

4,077,962

140,763,323 102,471,823

0.000,2770,4269,770,4269,770,4

6,170.0

593

77

3,625

12,340

1,812.5

37,714,684円 159,324.0 km 236円.71銭 34,807,882円

40,748,818円 53円.57銭 8円.24銭 0円.00銭 53円.57銭 53円.57銭

40,906,354 34,375,354

392,12189,392,12189,392,12189,392,12617,979,42189,392,12

タ又はレのうちい
ずれか少ないほう

の額

ム－ラ＝ウ

10,647,481

40,906,354 22,533,482 22,533,482 22,533,482 22,533,482 13,062,888 13,062

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ
ロック都道府県
外乗入部分及び
他路線との競合
部分以外に係る

ソのうち補助ブロッ
ク外乗入部分及び
同一補助ブロック都
道府県外乗入部分

以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

829,226.9 km 123,400,522

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ

808,619.3 km 114,627,798円

19,514,420

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

合計 893,834.5 km 264,163,845円

162円.55銭 0円.00銭 0円.00銭

補助対象
経常収益
の見込額

ノ×ワ以上の額：ヨ

29,474,398

165,113.6 km 48,797,673円 143円.18銭 24円.74銭 127円.29銭 26,307,143円 164,808.0 km 159円.62銭 23,640,965

54円.69銭 9,168,0529,533,290円 184,737.0 km 51円.60銭 9,772,277円 174,356.5 km 56円.04銭 9,306,758円 170,169.6 km54円.11銭0円.00銭 54円.11銭

8,201,760円 154,172.0 km

131,101.5 km 265円.50銭 31,380,163円 113,422.5 km 276円.66銭

補助金交付要綱別表２（注）４．の
適用がある場合

往0.0km 往0.0km

(d+e+f)/3 =ノ'

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

173円.97銭

154,327.3 km 55円.35銭

34,216,49941,304,426円 212,644.4 km 194円.24銭 39,431,974円 226,654.8 km0円.00銭 182円.17銭 182円.17銭 35,382,560円 198,435.2 km

復0.0km 0.0km

経常収益
ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

55,510,480円 182円.17銭

補助ブ
ロック

名

100.000% 169,433.6 km 50,074,406円 54円.11銭 8円.47銭

申請
番号

特
例
措
置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外
のキロ程の

比率

合計 6系統

ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃改
定による増

収分
f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

ワ

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

往193.9km

（平均）

mk0.0mk0.0復mk0.0mk0.0復mk9.391mk9.391復

往0.0km

0.0km復0.0km

往0.0km

（平均） （平均）往30.3km （平均） （平均）

（平均）
0.0 人

回 0.0 人

人鳥羽上 362 日 回 3.7 15.1
往39.2km （平均）

復39.2km 39.2km
100.000%

（平均） （平均） （平均）

（平均）

27,861,630

21,958,952

259円.62銭

25,156,708

8,543,297円

42円.88銭

7,995,530円 153,195.3 km 52円.19銭 7,386,188

0円.00銭 143円.18銭 20,035,328円 140,452.0 km 142円.64銭 17,336,470円 136,189.6 km143円.18銭

19,526,208

18,336,968 18,336,968 18,336,968 11,002,180 11,002 5,501.0 33,362,630

53円.19銭

110,661,392円 836,143.5 km 111,764,352円

21,293,981

ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム

10,646.5

0円.00銭 259円.62銭 259円.62銭100.000% 113,529.0 km 33,552,360円

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

137,879.2 km

33,362,630 18,336,968

25,156,708 21,958,952

100.000% 120,051.8 km 35,480,108円

104,167,033

100.000%

100.000%

佐用町

西脇市

多可町

6

上郡町

佐用町

宍粟市

たつの市

太子町

姫路市

相生市

たつの市

100.000% 187,827.3 km

－
 3

3
 －



1 1

2 0

3 0

4 0

5 0

6 1

0.0% 1,481円

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特
例
措
置

94.9% 0円

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の
理由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

北近
畿

0.0%

負担額 負担割合

0.0%

負担額 負担割合

1,064,000円 13.3% 6,918,000円 86.7%

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書
類）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

97.5% 0.0% 0円 0.0%

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、
往・復のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分
のキロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入
部分以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

合計 5,102,000円 5.0% 97,279,984円

13.3% 9,227,000円 86.7%

負担割合 負担額 負担割合

0.0% 89,839円 0.1%

(1) 記載要領

3.8%

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、
（ツ’）の金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込
額の１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこ
と。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

1,188円 0.0%

266,000円 12.8% 1,732,000円 83.4% 0.0% 79,962円

0.0%

0.0%

96.1%

97.4%

7,208円

0円

0.0%

0.0%

870,000円 2.5% 33,505,354円

3.8%

2.6%

750,000円

733,000円

18,769,000円

27,128,630円

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額

1,419,000円

－
 3

4
 －



［記載要領]
1． この書類は、生活交通確保維持改善計画（地域間幹線系統確保維持計画を含む。以下同じ。）の策定主体である都道府県協議会等と協議の上、作成すること。
2． 各欄は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）に係る内容を運行系統ごとに記載すること。
3． 申請番号は、生活交通確保維持改善計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。
4． 起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載すること。
5． 計画欄には、生活交通確保維持改善計画（地域間幹線系統確保維持計画を含む）に記載した補助対象期間に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、

実施時期及びその他特記事項を、取組実績欄には、計画に対応した補助対象期間の実績をそれぞれ記載すること。
6． 備考欄には、今後の対応の方向性等特記すべき事項について記載すること。

ウイング
３

姫路市
たつの市
太子町
宍粟市

①株式会社ウイング神姫、沿線市町
②株式会社ウイング神姫、沿線市町

【現在の検討状況】
①貨客混載：該当無
②路線再編：可
③混乗化：該当無
④観光利用：可

たつの市
相生市
上郡町
佐用町

ウイング5
相生駅～ 相生駅 西後明

【取組内容及び実施時期】
・播磨科学公園都市の利用実態に応じて運行系統再編、ダイヤ改正を
行い収支改善を図る（令和9年4月～）
・新IC導入による利便性の向上をPRし、利用増に繋げる（令和9年4月
～）
・地域クラブ活動への移行に際し、移動需要に対応する（令和9年4月
～）
【実施主体】
バス事業者、沿線市町、兵庫県
【効果目標】
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

①株式会社ウイング神姫、沿線市町
②株式会社ウイング神姫、沿線市町

【現在の検討状況】
①貨客混載：該当無
②路線再編：可
③混乗化：該当無
④観光利用：該当無

【取組内容及び実施時期】
・沿線のJR網干駅・播磨新宮駅・山崎バスターミナルにおける鉄道・
バス接続を考慮したダイヤ改正を実施する（令和9年4月～）
・新IC導入による利便性の向上をPRし、利用増に繋げる（令和9年4月
～）
・地域クラブ活動への移行に際し、移動需要に対応する（令和9年4月
～）
【実施主体】
バス事業者、沿線市町
【効果目標】
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

ダイセル新宮駅・龍
野

山崎山崎～
ダイセル

①沿線の通学需要や病院への通院を考慮したダイヤ設定による利用取
り込みの継続
②バスロケーションシステムやICカード利用データを用いた、需要に
応じた運行計画の見直しの検討
③並走路線の再編による需要の集約検討
④姫路市・市内の店舗とのサイクル＆バスライドの取組みを通じた利
用促進

＜定量的な効果目標＞
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

①神姫バス株式会社
②神姫バス株式会社
③神姫バス株式会社
④姫路市・神姫バス株式会社

＜実施時期＞
左記の取組は通年での実施を予定する。対外的な調整が必
要な案件は、実施の目途が立ち次第とする

姫路駅前～
林田・山崎
インター～

山崎

姫路駅前 林田
山崎ｲﾝﾀｰ

①神姫バス株式会社
②神姫バス株式会社
③神姫バス株式会社
④姫路市・神姫バス株式会社

＜実施時期＞
左記の取組は通年での実施を予定する。対外的な調整が必
要な案件は、実施の目途が立ち次第とする

姫路駅前～
青山西～龍

野
姫路駅前 青山西

姫路市
たつの市
宍粟市

神姫２ 山崎

姫路市
太子町
たつの市

神姫１ 龍野

①沿線の通学需要や病院への通院を考慮したダイヤ設定による利用取
り込みの継続
②バスロケーションシステムやICカード利用データを用いた、需要に
応じた運行計画の見直しの検討
③並走路線の再編による需要の集約検討
④姫路市・市内の店舗とのサイクル＆バスライドの取組みを通じた利
用促進

＜定量的な効果目標＞
上記の取組みにより、収支改善率１％以上を目標とする。

兵庫県

地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組内容（令和９年度）

協議会等名 申請
番号

運行系統名 起点 主な経由地 終点
地域公共交通確保維持事業の生産性を向上させる取組

実施主体と実施時期
計　画 取組実績

－
 3

5
 －



表６　車両の取得計画の概要

都 道 府 県
（市区町村）

バ ス 事 業 者 等 名 補 助 対 象 車 両 数
車両減価償却費等に要する国庫補助額（千
円 ）

神姫バス株式会社

株式会社ウイング神姫

兵庫県
（たつの市）

－
 3

6
 －



表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

１．車両取得の概要

２年目以降（令和9 年度）

姫路駅前～青山西～龍野
姫路駅前～林田・インター～山崎

姫路駅前～横関～山崎
姫路駅前～横関～荒木

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

3,600円 

2,493 北近畿 4～7

合計 330,000円 2,160,000円 

330,000円 13% 2,160,000円 87% 3,600円 

ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

円

円

4,988 千円 2,493 29,624,724

申請番号
金融費用補助
対象額（円）

償還期間
（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率

（％）
補助対象経費 計画額（千円）

ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ ｱ ｱ×1/2=ｻ

計 90,000,000 34,612,362 18,000,000 0 18,000,000 4,987,638 4,987,638

831,273 円 415.6 4,937,454

13 15,000,000 5,768,727 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273 12 831,273 円 415.6 4,937,454

12 15,000,000 5,768,727 3,000,000

4,937,454

0 3,000,000 831,273 831,273 12

12 831,273 円 415.6

定額法

申請番号

415.6 4,937,454

15,000,000 5,768,727 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273 12 831,273 円 415.6 4,937,454

補助対象限度
額（円）

残存価額（円）
普通償却限度

額
特別償却額

（円）
償却限度額

（円）
事業者償却額

（円）
ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

前年度ﾌ（2年目の
みﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ

事業者名 神姫バス株式会社

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金申請番号

当該年度 初年度

北近畿 8～13 第1・2・5・19号 第1・2・6・23号

償却期間（月）
補助対象経費

計画額（千円）
＊残存価

格
（円）

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏﾔ ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

12 831,273 円8 15,000,000 5,768,727 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273

9

「その他の者」の
具体的概要

千円

10 15,000,000 5,768,727 3,000,000

11

0 3,000,000 831,273 831,273 4,937,454

15,000,000 5,768,727 3,000,000 0 3,000,000 831,273 831,273 12 831,273 円 415.6

4,988

（自） （至）

計

補助対象経費（千円） 計画額（千円）
補助ブ
ロック

名

申請
番号

負担者とその負担割合
都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担

ﾏ＋ｱ
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表７　車両の取得を行う事業者（車両減価償却費等国庫補助金）

２年目以降（令和 9 年度）

【購入車両減価償却費】
○事業者の減価償却方法（定率法or定額法）※法令で認められた場合を除き、年度間での変更不可

【車両購入金融費用】
○事業者の返済方法（元利均等or元金均等）

【所要経費】 【負担者とその負担割合 】

1 12.9 ％ 86.6 ％ 円 ％ 0.6 ％

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 ％

(1) 記載要領

事業者名 株式会社ウイング神姫

補助ブロック名 申請番号 確保維持路線名称又は区間
確保維持費国庫補助金申請番号

当該年度 初年度

普通償却限度額
（円） 特別償却額（円）

ﾉとｵのうち少な
い方の額（円）

償却期間（月）
補助対象経費

1

山崎～曲里・まほろばの湯～横山 2 2

山崎～新宮駅・龍野～ダイセル 3 3

残存価額（円）

北近畿

715,545 12

計画額（千円）
＊残存価格

（円）

山崎～皆木～エーガイヤちくさ 4 4

償却限度額（円）

前年度ﾌ（2年目のみ
ﾀ）の額＝ﾗ

（定率法）ﾗ×0.4＝ム
（定額法）ﾅ×0.2＝ム

ｸ×ﾔ÷１２（月）=ﾏ
（最終年度）ｸ＝ﾏ初年度ﾍの額＝ﾅ ｳ ﾑ＋ｳ＝ﾉ ｵ ｸ ﾔ

事業者償却額
（円）

ﾏ×1/2=ｹ ﾗ-ﾏ=ﾌ

定額法

申請番号

補助対象限度額
（円）

715,545 円 357 5,168,910

円

1 15,000,000 5,884,455 3,000,000 3,000,000 715,545

申請番号
金融費用補助対

象額（円）
償還期間

（月）

今年度償還回数 借入利率（％）
年利

ｴと2.5％のうち
低い方の率（％）

計

補助対象経費 計画額（千円）

（自） （至）
ｱ ｱ×1/2=ｻ

円

千円

ﾅの額以内＝ｺ ｴ ﾃ

円

計 千円

補助対象経費（千円） 計画額（千円） 補助
ブ

ロッ
ク名

申請
番号

負担者とその負担割合

負担額 負担割合 負担額 負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の者」の

具体的概要

715 357
北近
畿

46,000円 309,000円 

ﾏ＋ｱ

合計

ｹ＋ｻ 負担額 負担割合 負担額 負担割合

2,000円 

 　1.申請の概要は、事業者ごと、補助申請車両１両ごとに申請番号をかえて記載すること。また、２年目以降も当該車両について補助申請を行う場合は、初年度以降の申請の概要を転記又は添付の上申請すること。
 　2.「確保維持費国庫補助金申請番号」の欄には、補助申請車両の配車予定の運行系統に係る確保維持費補助金の申請番号を記載すること。
 　3.「車両の種別」の欄は、ノンステップ型スロープもしくはリフト付き車両（標準仕様又はそれ以外の車両）、ワンステップ型スロープもしくはリフト付き車両、小型車両、都市間連絡用車両の別がわかるように記載すること。
 　4.「乗車定員」の欄には、座席数（運転席を含む）に立席数を加えた数を記載すること。なお、立席は座席を除いた面積を１人当りの専有面積0.14平方メートルで除した数とする（道路運送車両の保安基準第24条、第53条）。
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 　(2) 添付書類

　 5.「車両の長さ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切捨て）まで記載すること。
   6.「実費購入予定費」の欄は、車両価格、附属品価格、改造費それぞれを確認できる資料を提出したうえで記載すること。なお、２年目以降の車両については、売買契約書等により確認することとする。
   7.【車両購入金融費用】の「補助対象経費」の借入利率は、実借入利率で算出した額を計上すること。（補助上限：年2.5%）
   8.【車両購入金融費用】は、売買契約書等によるほか、償還期間に係る償還表を提出すること。なお、初年度については見積書等の提出で足りることとする。
　 9.「計画額」の欄は、車両ごとに百円単位（0.1～0.9千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

　　5.補助対象事業者ごとの、車両購入後の乗合バス事業用車両の状況見込（車両数、平均車令）
　　6.過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

  10. リース車両についても当該記載要領を準用し、リース契約書・見積書による他、車両等価格及び金融費用相当額が確認できる資料を提出したうえで記載すること。
　11.【普通償却限度額】のト欄は、平成２４年４月１日以降に取得された減価償却資産で、定率法により償却される事業者については、０．４（定率法）の償却率を適用すること。
　12.普通償却限度額（ム欄）は、補助対象限度額（ナ欄）に保証率を乗じた償却額との比較により下回る場合、残存価格（ラ欄）に改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額（ム欄）とする。

なお、改定償却率を乗じた償却額を普通償却限度額とした場合、次年度において償却を行う必要がある場合は、普通償却限度額（ム欄）は計算式によらずに前年度と同額とする。
※ 平成２４年４月１日以後に取得した車両：保証率0.10800　改定償却率：0.500

　　1.補助対象購入車両減価償却費及び当該購入に係る金融費用の根拠となる証拠書類
　　2.標準仕様ノンステップバスを購入する場合には、認定書の写し
　　3.低床型車両のノンステップ型で、標準仕様以外の車両について補助を受けようとする場合には、その理由を記載した書類
　　4.移動円滑化のために必要な旅客施設又は車両等の構造及び設備に関する基準を定める省令第４３条に基づく適用除外車両の認定を受ける予定の車両にあっては、その旨を記載した自認書類（２年目以降の車両にあっては、認定書の写し）
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別 紙（地域内フィーダー系統） 

 

 

令和８年６月 ●日 

 

          （名称）たつの市地域公共交通会議           
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

人口減少や少子高齢化、車社会の進展により、路線バスをはじめとした公共交通を利用

する者は年々減少を続けており、日常生活を送るうえで必要不可欠な地域公共交通の維持

確保が極めて厳しい状況にある。 

特に車を運転できない交通弱者と言われる、高齢者・障害者等にとって、外出しやすく

移動しやすい公共交通網となるよう、平成２９年３月に、たつの市地域公共交通網形成計

画を策定し、全ての交通モードが相互に連携した地域公共交通網の再編を行った。 

その後、予測を上回る速さで人口減少や高齢化が進む中、このような社会情勢の変化に

対応し、誰もが安全・安心・快適に移動できる交通ネットワークを構築していくことを目

的として、令和４年３月に第２次たつの市地域公共交通計画を策定した。 

地域住民、運行事業者、行政などの地域の関係者が適切な役割のもと、市内を運行する鉄

道や路線バス、コミュニティバス等の公共交通の維持活性化を図るとともに、デマンド交

通の運行により、交通不便地域・交通空白地域の移動手段を確保する。 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

・利用者数 ２５２人／日以上とする。（直近年度の実績２２６人／日） 

・行政支援額（車両購入に係る経費を除く）８７，３３８千円以内 

（直近年度の実績１０９，４７９千円） 

・収支率（運行収入／運行経費） １４％以上（直近年度の実績１６％） 

・利用者満足度（アンケート調査による） ９８％以上（直近年度の実績９５％） 

（たつの市地域公共交通計画Ｐ７３ 参照） 

（２）事業の効果 

デマンド型交通（市民乗り合いタクシー）を運行することにより、交通空白地域の解消

を図り、高齢者・障害者等の交通弱者の通院・買物の移動手段を確保することができると

ともに、中心市街地の賑わいを創出し、外出する機会の増加に伴う健康増進に寄与する。 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

（１）事業 

 利用パンフレットを作成・配布するとともに市広報誌に定期的に関連記事を掲載す

る等、利用促進策を展開する。また、地域に出向いて説明会等を実施し、市民乗り合

いタクシーの周知に努める。さらに、利用状況を基にした運行内容の評価や、評価結果

及びヒアリング調査等による利用者からの要望等を踏まえた運行内容の見直しを実施す

る。（たつの市地域公共交通計画Ｐ７４、８３、８７、８８、８９ 参照） 

（２）実施主体 

 たつの市地域公共交通会議（活性化再生法法定協議会） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

表１のとおり 

（１）運行区域 

①新宮区域、②龍野東区域、③龍野西区域、④揖保川区域、⑤御津区域 

①のうち、越部地区は②の指定された目的地に行くことができる。 

協議事項７ 
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別 紙（地域内フィーダー系統） 

②～④は指定された目的地に相互に行き来することができる。 

※⑤は幹線系統に接続していないため、補助対象外 

（２）運行形態 

 登録制、予約制、乗合で区域内を「ドア to ドア」で結ぶ、デマンド型市民乗り

合いタクシーとする。 

（３）目的地 

①交通結節点（駅・バス停留所） 

②医療・福祉施設（病院、歯科医院、接骨院、鍼灸治療院、介護施設等） 

③金融機関（銀行、信用金庫、農協、郵便局等） 

④商業施設（スーパーマーケット、大型小売店等） 

⑤公共施設（市役所、公民館、学校園等） 

（４）運行日、運行時間帯 

月曜日から土曜日まで（日曜日・祝日・12 月 29 日～1 月 3 日は運休） 

①8:00～②9:00～③10:00～④11:00～⑤13:00～⑥14:00～⑦15:00～⑧16:00～ 

（５）利用料金 

○大人（中学生以上）１回乗車 ４００円、 

保護者の引率の下にある小学校就学前の児童 無料 

※以下の区分に該当する者は２００円 

①小学生 

②満 65 歳以上の者 

③小学校就学前の児童１人につき引率する保護者 1 人 

④身体障害者福祉法第 15 条の規定に基づく身体障害者手帳の交付を受けた者 

⑤兵庫県が定める療育手帳制度要綱の規定に基づく療育手帳の交付を受けた者 

⑥精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 45 条の規定に基づく精神障害者保

健福祉手帳の交付を受けた者 

⑦介護保険法第 27 条の規定に基づく要介護認定を受けた者 

⑧介護保険法第 32 条の規定に基づく要支援認定を受けた者 

⑨第 1 種身体障害者、療育手帳 A 判定又は精神障害者保健福祉手帳 1 級の交付を受

けた者１人につき同乗する介助者 1 人 

⑩母子保健法第 16 条の規定に基づく母子健康手帳の交付を受けている者であっ

て、妊娠中である者 

（６）利用方法 

事前に利用登録を行い、電話予約等により配車 

（７）運行台数 

１０人乗りワゴン車：４台 

９人乗りワゴン車：４台 

７人乗りワゴン車：４台 

（８）運行予定者 

市内に営業所を有する全タクシー事業者及びバス事業者で構成されたたつの市デ

マ 

ンド交通運行共同体に所属する事業者の共同運行とする。 

① 新宮区域 ：（有）はりまタクシー、新宮タクシー（株） 

② 龍野東区域：（有）はりまタクシー、新宮タクシー（株）、龍野タクシー（株）、 

赤とんぼ交通（株）、（株）ミツバタクシー 

③ 龍野西区域：龍野タクシー（株）、赤とんぼ交通（株）、（株）ミツバタクシ

ー 
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④ 揖保川区域：龍野タクシー（株）、赤とんぼ交通（株）、（株）ミツバタクシ

ー 

⑤ 御津区域 ：（株）ウイング神姫 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

たつの市からの負担金を受けたたつの市地域公共交通会議が事業実施主体となり、運

行経費（総額約９,５００万円）から運行収入を差し引いた費用を運行に係る契約書

に基づき、運行事業者へ支出 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

毎月の運行実績、利用状況を基にした運行内容の評価や、評価結果及びヒアリング調査等

による利用者からの要望等を踏まえた運行内容の見直しを実施 

７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期 

及びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

該当なし 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

表５のとおり 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

該当なし 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

（２）事業の効果 

該当なし 

13車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 
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14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

該当なし 

（２）事業の効果 

該当なし 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

該当なし 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・平成２７年１０月２８日 地域公共交通会議を法定協議会に移行 

地域公共交通網形成計画の策定について協議 

地域公共交通確保維持改善事業制度概要の説明 

・平成２８年 ２月２６日 地域公共交通網形成計画素案について協議 

・平成２８年 ６月２７日 地域公共交通網形成計画素案について協議 

地域内フィーダー系統確保維持計画、費用負担等について説明・

協議・承認 

・平成２８年１１月 ８日 デマンド交通市外在住利用対象者及び利用料金について協議 

・平成２９年 ２月２０日 デマンド交通先行運行の利用実績及び登録状況について報告 

利用者ヒアリング調査結果について協議 

たつの市地域公共交通網形成計画の策定について協議 

・平成２９年 ６月３０日 市民乗り合いタクシーの利用状況、目的地の追加、地域内フィー

ダー系統確保維持計画について協議 

・平成２９年１２月１９日 市民乗り合いタクシーの利用状況及び利用者ヒアリング調査の実

施結果について報告 

運行事業者の変更及び地域内フィーダー系統確保維持計画の改正

について説明・承認 

・平成３０年 ２月２８日  市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

              市民乗り合いタクシーの評価・検証について協議 

・平成３０年 ６月２５日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

             市民乗り合いタクシーの予約期限の変更、地域内フィーダー系統

確保維持計画について協議 
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・平成３０年１２月１０日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

             利用者ヒアリング調査の実施結果について報告 

             モビリティ・マネジメントの実施結果について報告 

・令和 元年 ６月２４日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

運行事業者の変更及び令和元年度地域内フィーダー系統確保

維持計画の改正について説明・承認 

令和２年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

・令和 ２年 ２月１７日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

利用者ヒアリング調査の実施結果について報告 

モビリティ・マネジメントの実施結果について報告 

・令和 ２年 ６月    市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

令和３年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

（書面協議）        

・令和 ３年 ２月    市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

利用者ヒアリング調査の実施結果について報告 

モビリティ・マネジメントの実施結果について報告 

（書面協議）       

・令和 ３年 ６月２５日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

地域公共交通計画の策定について協議 

令和４年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

・令和 ３年１１月１９日 市民アンケート調査及び市民乗り合いタクシー利用者ヒアリング

調査結果についての報告 

第２次地域公共交通計画についての協議 

・令和 ４年 １月    第２次地域公共交通計画についての協議 

（書面協議） 

・令和 ４年 ６月２８日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

モビリティ・マネジメント実施内容について協議 

令和５年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

・令和 ５年 ６月３０日 市民乗り合いタクシーの利用状況について報告 

令和６年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

佐用町運営有償運送の更新登録について協議 

・令和 ６年 ２月２０日 たつの市地域公共交通会議規約の改正について協議 

路線バス「大浦～山電網干線」の運行について協議 

路線バス「山崎～ダイセル線（ツカザキ病院経由）」のダイヤ改

正について報告 

・令和 ６年 ６月２７日 令和７年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

令和７年度地域間幹線系統確保維持計画について協議 

コミュニティバス「大浦線（仮称）」の再編について協議 

「大浦線（仮称）」の再編に伴う運賃協議会の委員の選任につい

て協議 

・令和 ６年 ８月     令和６年度第１回たつの市地域公共交通会議運賃協議部会結果に 

（書面開催）       ついて協議 

・令和 ７年 ２月２６日 御津地域住民アンケート結果について協議 

八重垣病院閉院に伴うバス停名称の変更（案）について協議 

コミュニティバス JR竜野駅南側周辺のルート変更および、バス停 

の統合・移設（案）について協議 
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・令和 ７年 ６月２５日 令和８年度地域内フィーダー系統確保維持計画について協議 

令和８年度地域間幹線系統確保維持計画について協議 

             相生～西後明～SPring-8線の地域公共交通確保事業活用系統に係 

る審議依頼について協議 

・令和 ８年 １月    令和７年度地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価につ

（書面開催）       いて協議（地域間幹線系統（路線バス）確保維持費国庫補助金分） 

令和７年度地域公共交通確保維持改善事業に関する事業評価につ

いて協議（地域内フィーダー系統（市民乗り合いタクシー「あか

ねちゃん」）確保維持費国庫補助金分） 

・令和 ８年 ３月 ５日 市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験について協議 

たつの市コミュニティバスのダイヤ改正について協議 

播磨科学公園都市圏域定住自立圏圏域バスのダイヤ改正について

協議 

・令和 ８年 ６月２５日 令和９年度地域間幹線系統確保維持計画（案）の策定について協            

             議 

令和９年度地域内フィーダー系統確保維持計画（案）の策定につ

いて協議 

路線バス「山崎～新宮駅」線、「龍野～山崎」線、「新宮駅～Spring-8」

線における路線再編について協議 

市民乗り合いタクシーの区域外運行実証実験について報告 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

【主な変更内容】 

・平成２９年４月３日 医療施設からの帰りの便に限り、診察終了時間に合わせて、次

に出発する便に乗車できるよう予約時間の変更を可能とした。

新宮区域において、地区公民館（集会所）を目的地として追加 

・平成２９年９月１日 接骨院及び鍼灸治療院を目的地として追加 

・平成３０年８月１日 予約期限を運行時間の 2 時間前から 1 時間 30 分前に短縮 

・令和 元年９月１日 介護施設を目的地として追加 

また、令和３年７月に、市民（約 4,500 世帯）に対し、交通手段に関するアンケート

調査を行い、１０月には、市民乗り合いタクシー利用者等に対するアンケート調査を実

施した。その分析結果を踏まえ、令和４年３月に第２次たつの市地域公共交通計画を策

定した。 

利用者代表として、連合自治会・老人クラブ連合会・公募委員などが法定協議会の 

構成員として参画しており、意思決定に携わっている。 

【令和３年度】 

○市民アンケート調査 

・調査対象：市内在住の 16 歳以上の方を含む世帯 4,500 世帯×3 枚 

・調査方法：上記対象者に郵送でアンケート調査票を配布し、郵送で回収 

・調査期間：令和３年７月 16 日～８月 20 日 

・回収数：3,854 人（回収率 44.5％） 

○市民乗り合いタクシー利用者ヒアリング調査 

・調査対象：市民乗り合いタクシー利用者 302 人 

・調査方法：市民乗り合いタクシーに乗り込んだ調査員が利用者に直接ヒアリングを実

施 
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・調査期間：令和３年１０月２日・５日（２日間） 

・回答数：302 人（回答率 100％） 

→全体的な満足度は高くなっているが、他の項目と比べ、「予約期限」や「予約の変更」

の項目で満足度が低くなっているため、継続的に改善に向けた検討が必要であることを

計画に記載した。 

【令和７年度】 

○市民乗り合いタクシー利用者ヒアリング調査 

・調査対象：市民乗り合いタクシー利用者 338 人 

・調査方法：市民乗り合いタクシーに乗り込んだ調査員が利用者に直接ヒアリングを実

施 

・調査期間：令和８年７月１日・５日・８日（３日間） 

・回答数：338 人（回答率 100％） 

→全体的な満足度は高くなっているが、他の項目と比べ、「運行区域」に対する不満が

やや高くなっている。令和８年度の区域外運行の実証実験においては、区域外運行への

明確な基準の設定等を検討する必要があることを計画に記載した。 

また、改善点としては「運行時間帯の拡大」「予約時間に対する改善」等が多く回答

されている。さらなる予約期限の短縮は民業圧迫につながる恐れがあり、運行時間帯の

拡大は交通事業者の負担増につながる恐れがあるため、いずれも利用者のニーズや需要

量を踏まえ、交通事業者と慎重に議論を進める必要があることを計画に記載した。 

 

【令和８年度】 

令和８年度５月１８日 新宮区域から龍野東区域（小宅小学校区・上岡小学校区）へ区域

外運行実証実験を令和８年１０月３０日まで実施。 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所） 兵庫県たつの市龍野町富永 1005-1                

（所 属） 企画財政部企画政策課                

（氏 名） 伊達 由里子                

（電 話） 0791-64-3141               

（e-mail） kikakuseisaku@city.tatsuno.lg.jp                
 

注意： 本様式はあくまで参考であり、補助要綱の要件を満たすものであれば、この様式によら

なくても差し支えありません。 

実際の計画作成に当たっては補助要綱等を踏まえて作成をお願いいたします。 

    各記載項目について、地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実

施計画を作成している場合には、当該計画から該当部分を転記したり、別添○○計画△節

のとおり、等として引用したりすることも可能です。（ただし、上記２．・３．については、

地域公共交通利便増進実施計画及び地域旅客運送サービス継続実施計画に定める目標、当

該目標を達成するために行う事業及びその実施主体に関する事項との整合性を図るように

して下さい。また、地域公共交通計画全体として、協議会における協議が整った上で提出

される必要があります）。 

 

※該当のない項目は削除せず、「該当なし」と記載して下さい。 
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補助要綱規定事項一覧表

自治体名：兵庫県たつの市

計画名称：第２次たつの市地域公共交通計画

地域公共交通計画での記載箇所（頁）

（第１号関係）
地域公共交通確保維持事業により運行を
確保・維持する運行系統の地域の公共交
通における位置付け・役割

P66
交通機関の役割・・「市民乗り合いタクシー『あかねちゃん』」幹線である鉄道やバスまでの移動を
確保する支線としての役割
P73
目指す姿・・フィーダー（支線）交通と幹線交通が連携し、交流が促進されるまちを目指します。
P74
事業の方向性・・ラストワンマイルを補完し、ドア・ツー・ドアで移動を支えるフィーダ―（支線）
交通
事業の内容・・市民の通院や買い物などの日常的な移動手段となっている市民乗り合いタクシー

（第２号関係）
上記を踏まえた地域公共交通確保維持事
業の必要性

P74
事業の方向性・・ラストワンマイルを補完し、ドア・ツー・ドアで移動を支えるフィーダ―（支線）
交通の維持・改善を図ります。
事業内容・・
市民の通院や買い物などの日常的な移動手段となっている市民乗り合いタクシー
地域内フィーダー系統確保維持費国庫補助金等を活用し、地域の生活交通の維持を図る

（第３号関係）
地域公共交通確保維持事業により運行を
確保・維持する運行系統に係る事業及び
実施主体の概要

P20
市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」の概要
P22
市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」の運行区域
P74
運営主体：たつの市地域公共交通会議

（第４号関係）
地域公共交通計画の区域内全体における
地域旅客運送サービスの利用者の数、収
支、費用に係る国又は地方公共団体の支
出の額その他の定量的な目標・効果及び
その評価手法

P63
（３）計画の数値目標

P68
評価指標
路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域バスの合計乗車人数
路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域バスの合計行政支援額
路線バス（市内）・コミュニティバス・圏域バス全体の収支率

P73
評価指標
市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」利用者数
市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」行政支援額
市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」収支率
市民乗り合いタクシー「あかねちゃん」利用者満足度

P98～P100
公共性評価・経済性評価を踏まえた運営方針

補助要綱第17条第1
項に規定する事項
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表１ 地域公共交通確保維持事業により運⾏を確保・維持する運⾏系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

市区町村名

たつの市

たつの市

たつの市

たつの市

申
請
番
号

（申請番号）運⾏系統名等

市町村（タクシー
事業者に運⾏委託
「乗合タクシーな
ど」）

新宮区域(1) 新宮区域

主たる業態

運⾏系統

終点経由地起点

区域型

運⾏態様
の別

地域内フィーダー系統の基準適合（別表７・別表９・別表１０）

計画運⾏回数
計画運⾏

⽇数
復

293.0⽇ 12,892.0回

利便増進
特例措置

播磨新宮駅で補助対象地域間幹線系統で
あるウイング神姫の⼭崎－ダイセル線に
接続

補助対象地域間幹線系統等と接続の確保
基準ホで該当
する要件（別
表７のみ）

③ 前年度から
引き続き運⾏

補助開始年度

① 幹線接続

基準ハで該当
する要件（別
表７・９）

運送継続
特例措置

往

区域型 ① 幹線接続

市町村（タクシー
事業者に運⾏委託
「乗合タクシーな
ど」）

(3) ⿓野⻄区域 ⿓野⻄区域 293.0⽇

⿓野タクシー株式会社
⾚とんぼ交通株式会社

株式会社ミツバタクシー

たつの市

① 幹線接続
⿓野橋東詰バス停で補助対象地域間幹線
系統である神姫バスの姫路駅前－⿓野線
に接続

③ 前年度から
引き続き運⾏

293.0⽇

令和 9 年度

市町村（タクシー
事業者に運⾏委託
「乗合タクシーな
ど」）

(4) 揖保川区域

③ 前年度から
引き続き運⾏

⿓野橋東詰バス停で補助対象地域間幹線
系統である神姫バスの姫路駅前－⿓野線
に接続

⿓野東区域

年度都道府県名 市区町村名

兵庫県

⿓野橋東詰バス停で補助対象地域間幹線
系統である神姫バスの姫路駅前－⿓野線
に接続

③ 前年度から
引き続き運⾏

8,204.0回 区域型 ① 幹線接続

揖保川区域

協議会名

たつの市地域公共交通会議

運送予定者名

有限会社はりまタクシー
新宮タクシー株式会社

有限会社はりまタクシー
新宮タクシー株式会社
⿓野タクシー株式会社
⾚とんぼ交通株式会社

株式会社ミツバタクシー

⿓野タクシー株式会社
⾚とんぼ交通株式会社

株式会社ミツバタクシー

6,446.0回 区域型

293.0⽇ 8,204.0回

市町村（タクシー
事業者に運⾏委託
「乗合タクシーな
ど」）

(2) ⿓野東区域
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表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

交通不便地域等の内訳

地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定年月日及び特例適用開始年度

人　口

対象地区

新宮地区

都道府県名 市区町村名 年度

兵庫県 たつの市 令和 9 年度

協議会名

たつの市地域公共交通会議

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法

根拠法

60,607 人

13,554 人交通不便地域等（人）

13,554 人

人口集中地区以外（人）

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

地域公共交通利便増進実施計画 令和4年3月25日

人口（人）
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ウイング神姫

SPring-8
中央管理棟

SPring-8・北管理棟
SPring-8正門前

粒子医療センター

研究開発団地

芝生広場・播磨科学公園都市

光都バスセンター

県立大理学部前
テクノ中央

光都サッカー場

三濃山トンネル北

森公民館前

瓜生東

二ツ木

矢野小学校前

西後明

東後明

竜泉

車庫前

相生市民病院前
相生駅

城谷住宅前

真広

下頃

能下

県立大附属高校前

西播磨総合リハビリセンター

地域間幹線系統
（株）ウイング神姫
相生～Spring-8線

井野原南

－
 5

0
 －



令和2年　国勢調査　人口集中地区 （たつの市）
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交通不便地域（たつの市）
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路線バス「龍野～山崎」線、「新宮駅～山崎」線、「新宮駅～SPring-8」線

における路線再編について 
 

 路線バス「龍野～山崎」線、「新宮駅～山崎」線、「新宮駅～Spring-8」線については、

県単独補助の準幹線系統に該当し、路線の維持確保のため、兵庫県と沿線市町が補助事業

によって運行を支援しています。 

 

兵庫県市町振興支援交付金要綱 準幹線系統の補助要件（一部抜粋） 

次に掲げるすべてに該当する系統の運行 

・平均乗車密度が2人以上15人以下と見込まれる系統 

・1日当たりの計画運行回数が10回以下の系統 

・1日当たりの輸送量が2人以上50人以下と見込まれる系統 その他 

 

※平均乗車密度：バスの起点から終点まで平均して何人乗車しているかを示す数値 

 

 

 しかしながら、上述の３路線において、令和8年度の計画見込みでは、補助要件を満たさ

ず補助対象外となる見込みです。 

 

路 線 平均乗車密度 輸送量 

「龍野～山崎」線 1.5 1.3 

「新宮駅～山崎」 1.4 1.6 

「新宮駅～Spring-8」 1.8 — 

 

県単独補助の要件落ちとなる路線については、路線再編に取り組むことを要件に最長３

年間支援を継続する特例があり、次に掲げるすべてに該当する系統の運行に適用されます。 

 

・過去３か年において、算定対象であった系統 

・市町の地域公共交通会議等で路線再編等の協議が開始されていること 

・当該系統にかかる再編・利用促進計画等の再構築にかかる計画を策定していること 

 

 

令和8年度以降も県単独補助事業を継続して支援するため、今後協議を開始し、路線再編

等の計画を策定していきます。 

 

 

協議事項８ 
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